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１．化学品等及び会社情報

サイトセーブ

22601　　　　22602　　　　　22603

武藤化学株式会社

東京都文京区本郷2-10-7

mutopop@mutokagaku.com

03-3814-5511

検査研究用

GHS改訂４版を使用

急性毒性（経口） 区分3

急性毒性（吸入：ミスト） 区分4

２．危険有害性の要約

H25.8.22、政府向けGHS分類ガイダンス（H25.7版）を使用

皮膚感作性 区分1

特定標的臓器毒性（単回ばく
露）

区分2 (肺、腎臓、副腎、呼吸
器、中枢神経系)

皮膚腐食性及び皮膚刺激性 区分2

眼に対する重篤な損傷性又
は眼刺激性

区分2A

危険

水生環境有害性 （長期間） 区分外

特定標的臓器毒性（反復ばく
露）

区分1(呼吸器)

水生環境有害性 （急性） 区分3
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危険有害性情報

注意書き
安全対策

応急措置

保管

廃棄

他の危険有害性

化学名又は一般名

濃度又は濃度範囲

分子式

CAS番号

官報公示整理番号（化審法）

官報公示整理番号（安衛法）

分類に寄与する不純物及び
安定化添加物

飲み込むと有毒
皮膚刺激
アレルギー性皮膚反応を起こすおそれ
強い眼刺激
吸入すると有害
肺、腎臓、副腎、呼吸器、中枢神経系の障害のおそれ
長期にわたる、又は反復ばく露による呼吸器の障害
水生生物に有害

情報なし

３．組成及び成分情報

単一製品・混合物の区別 混合製品

暗所保管すること。

内容物／容器を都道府県知事の許可を受けた専門の廃棄
物処理業者に依頼して廃棄すること。

粉じん／煙／ガス／ミスト／蒸気／スプレーを吸入しないこ
と。
粉じん／煙／ガス／ミスト／蒸気／スプレーの吸入を避け
ること。
取扱後はよく手を洗うこと。
この製品を使用するときに、飲食又は喫煙をしないこと。
屋外又は換気の良い場所でのみ使用すること。
汚染された作業衣は作業場から出さないこと。
環境への放出を避けること。
保護手袋／保護衣／保護眼鏡／保護面を着用すること。

飲み込んだ場合：直ちに医師に連絡すること。
皮膚に付着した場合：多量の水と石けん（鹸）で洗うこと。
吸入した場合：空気の新鮮な場所に移し、呼吸しやすい姿
勢で休息させること。
眼に入った場合：水で数分間注意深く洗うこと。次にコンタク
トレンズを着用していて容易に外せる場合は外すこと。その
後も洗浄を続けること。
ばく露又はばく露の懸念がある場合：医師に連絡すること。
気分が悪い時は医師に連絡すること。
気分が悪いときは、医師の診断／手当てを受けること。
特別な処置が必要である（このラベルの・・・を見よ）。
口をすすぐこと。
皮膚刺激又は発しん（疹）が生じた場合：医師の診断、手当
てを受けること。
眼の刺激が続く場合：医師の診断／手当てを受けること。
汚染された衣類を脱ぎ、再使用する場合には洗濯をするこ
と。

107-22-2            26628-22-8          7647-14-5

(2)-510                (1)-482                (1)-236

既存

グリオキサール　　アジ化ナトリウム　　塩化ナトリウム
水0.1%　　　　　　　　　　0.02%                      0.9%
98.98%C2H2O2               NaN3                     NaCl

情報なし



眼に入った場合 水で数分間注意深く洗うこと。次に、コンタクトレンズを着用
していて容易に外せる場合は外すこと。その後も洗浄を続
けること。
眼の刺激が持続する場合は、医師の診断、手当てを受ける
こと。

皮膚に付着した場合 多量の水と石鹸で洗うこと。
汚染された衣類を再使用する前に洗濯すること。
汚染された衣類を脱ぐこと。
皮膚刺激又は発疹が生じた場合は、医師の診断、手当てを
受けること。

４．応急措置
吸入した場合 気分が悪い時は、医師の診断、手当てを受けること。

応急措置をする者の保護 情報なし

急性症状及び遅発性症状の最も重要な
徴候症状

皮膚：発赤
眼：発赤、痛み
経口摂取：腹痛、吐き気、嘔吐

飲み込んだ場合 直ちに医師に連絡すること。
口をすすぐこと

消火剤 泡消火剤、粉末消火剤、炭酸ガス、乾燥砂類

使ってはならない消火剤 棒状放水、水噴霧

医師に対する特別な注意事項 情報なし

５．火災時の措置

消火を行う者の保護 消火作業の際は、適切な空気呼吸器、化学用保護衣を着
用する。
適切な空気呼吸器、防護服（耐熱性）を着用する。

特有の危険有害性 吸入、吸飲、皮膚から吸収されると致命的になるおそれが
ある。
接触により皮膚や眼に炎症をおこすおそれがある。
火災によって刺激性、腐食性及び/又は毒性のガスを発生
するおそれがある。
消化水や希釈水は腐食性及び毒性があり汚染を引き起こ
すおそれがある。
加熱により容器が爆発するおそれがある。
熱、火花及び火炎で発火するおそれがある。
下水溝に流れ込むと火災、爆発の危険がある。
蒸気が空気と爆発性混合気をつくるおそれがある：屋内、屋
外又は下水溝で爆発の危険がある。

特有の消火方法 吸入、吸飲、皮膚から吸収されると致命的になるおそれが
ある。
接触により皮膚や眼に炎症をおこすおそれがある。
火災によって刺激性、腐食性及び/又は毒性のガスを発生
するおそれがある。
消火水や希釈水は腐食性及び毒性があり汚染を引き起こ
すおそれがある。
加熱により容器が爆発するおそれがある。
熱、火花及び火炎で発火するおそれがある。
下水溝に流れ込むと火災、爆発の危険がある。
蒸気が空気と爆発性混合気をつくるおそれがある：屋内、屋
外又は下水溝で爆発の危険がある。



取扱い 技術的対策

安全取扱い注意事項

接触回避

衛生対策

環境に対する注意事項 環境中に放出してはならない。
河川等に排出され、環境へ影響を起こさないように注意す
る。
本製品は、水汚染物なので土壌汚染、もしくは排水溝及び
排水系及び大量の水に流入することを防止する。
希釈水は腐食性及び/又は毒性があり汚染を引き起こすお
それがある。

封じ込め及び浄化の方法及び機材 回収・中和：漏洩物を掃き集めて密閉できる空容器に回収
し、後で廃棄処理する。
封じ込め及び浄化方法・機材：危険でなければ漏れを止め
る。
排水溝、下水溝、地下室、あるいは閉鎖場所への流入を防
ぐこと。
二次災害の防止策：すべての発火源を速やかに取除く（近
傍での喫煙、火花や火炎の禁止）。
排水溝、下水溝、地下室あるいは閉鎖場所への流入を防
ぐ。
容器内に水を入れてはいけない。

６．漏出時の措置
人体に対する注意事項、保護具及び緊
急措置

作業者は適切な保護具（『８．ばく露防止措置及び保護措
置』の項を参照）を着用し、眼、皮膚への接触や吸入を避け
る。
直ちに、全ての方向に適切な距離を漏洩区域として隔離す
る。
関係者以外の立入りを禁止する。
漏洩物に触れたり、その中を歩いたりしない。
風上に留まる。
低地から離れる。
密閉された場所は換気する。
着火源を取り除く。
近傍での喫煙、火花や火災の禁止。
適切な防護衣を着けていないときは破損した容器あるいは
漏洩物に触れてはいけない。

『１０．安定性及び反応性』を参照。

この製品を使用する時に、飲食又は喫煙をしないこと。
取扱い後はよく手を洗うこと。
汚染された作業衣は作業場から出さないこと。

『８．ばく露防止及び保護措置』に記載の設備対策を行い、
保護具を着用する。
局所排気・全体換気：『８．ばく露防止及び保護措置』に記載
の局所排気、全体換気を行う。

この製品を使用する時に飲食又は喫煙しないこと。
取扱い後はよく手を洗うこと。
ミスト、蒸気、スプレーを吸入しないこと。
汚染された作業衣は作業場から出さないこと。
環境への放出を避けること。
飲み込まないこと。
皮膚との接触を避けること。
眼に入れないこと。

７．取扱い及び保管上の注意



保管 安全な保管条件

安全な容器包装材料

許容濃度 日本産衛学会

ACGIH

設備対策

保護具 呼吸用保護具

手の保護具

眼の保護具

皮膚及び身体の保護具

形状

色

臭い

臭いのしきい（閾）値

ｐＨ

情報なし

８．ばく露防止及び保護措置

管理濃度 未設定

容器を密閉して冷乾所にて保存すること。

９．物理的及び化学的性質

物理的状態

適切な呼吸器保護具を着用すること。
防毒マスクには有機ガス用吸収缶を使用する。

適切な保護手袋を着用すること。

適切な眼の保護具を着用すること。

未設定

TWA 0.1 mg/m3 (ｸﾞﾘｵｷｻﾞｰﾙ)     STEL0.29ppm    (ｱｼﾞ化ﾅﾄ
ﾘｳﾑ)この物質を貯蔵ないし取扱う作業場には洗眼器と安全シャ
ワーを設置すること。
作業場には全体換気装置、局所排気装置を設置すること。

液体

無色～淡黄色

情報なし

情報なし

適切な保護衣を着用すること。
適切な顔面用の保護具を着用すること。

情報なし

データなし

融点・凝固点 データなし

沸点、初留点及び沸騰範囲 データなし

分解温度 情報なし

粘度（粘性率） 情報なし

n-オクタノール／水分配係数 情報なし

自然発火温度 データなし

化学的安定性 法規制に従った保管及び取扱においては安定と考えられ
る。

危険有害反応可能性 情報なし

１０．安定性及び反応性
反応性 法規制に従った保管及び取扱においては安定と考えられ

る。

避けるべき条件 情報なし

比重（相対密度） データなし

蒸気密度 データなし

蒸気圧 データなし

燃焼性（固体、気体） 情報なし

燃焼又は爆発範囲 情報なし

引火点 データなし

蒸発速度（酢酸ブチル＝１）

溶解度 データなし



急性毒性 経口

経皮

吸入：ガス

吸入：蒸気

吸入：粉じん及びミスト

危険有害な分解生成物 情報なし

１１．有害性情報

混触危険物質 情報なし

40%水溶液 (エアロゾル) でのラットを用いた吸入ばく露試験
でLC50 (4時間) =2,440 mg/m3 (2.44 mg/L) (SIDS (2003)、
CICAD 57 (2004)、NITE初期リスク評価書 (2008)) との報告
がある。このLC50値は計算値である (CICAD 57 (2004)) と
の記載に基づき、ミストとして mg/L を単位とする基準値を
適用し、区分4とした。

皮膚腐食性及び皮膚刺激性 ウサギを用いた皮膚刺激性試験結果の記述に、「重度の刺
激性」 (SIDS (2003))、「軽度の刺激性」 (SIDS (2003))、「紅
斑がみられた」 (CICADS 57 (2004)、「刺激性なし」 (SIDS
(2003)) との記載がある。ヒトへの影響としては、「現在では
ヒトの眼や皮膚、粘膜を刺激すると考えられている。」との記
載がある (環境省リスク評価第3巻 (2004))。さらに、本物質
は、EU DSD分類において「Xi; R36/38」、EU CLP分類にお
いて「Skin Irrit. 2 H315」に分類されている。以上の情報に
基づき可逆的な重度の刺激性を与えると考え、区分2とし
た。

眼に対する重篤な損傷性又は眼刺激性 ウサギを用いた眼刺激性試験 (OECD TG 405準拠) では、
「軽度の刺激性」がみられた」との記述がある (NITE初期リ
スク評価書 (2008))。ウサギを用いた別の試験では、「紅斑
と結膜浮腫がみられ、8日後に完全に回復した。」、「結膜に
重度の紅斑と軽度の浮腫、虹彩に炎症と曇りがみられた。1
～2週間で症状が治まった。」との記述がある (SIDS
(2003))。さらに、本物質は、EU DSD分類において「Xi;
R36/38」、EU CLP分類において「Eye Irrit. 2 H319」に分類さ
れている。以上の情報に基づき可逆的な重度の刺激性を与
えると考え、区分2Aとした。

ラットのLD50値200 mg/kg (環境省リスク評価第3巻 (2004))
に基づき、区分3とした。

ウサギを用いた経皮投与試験のLD50=12,700 mg/kg
(CICAD 57 (2004)) に基づき、区分外とした。

GHSの定義における液体である。

データ不足のため分類できない。

呼吸器感作性 呼吸器感作性: データ不足のため分類できない。

皮膚感作性 皮膚感作性: モルモットを用いたビューラー法、マキシマイ
ゼーション法の結果の記述 (SIDS (2003)) に「陽性」とあり、
ヒト疫学事例の記述に「マキシマイゼーション法を行ったとこ
ろ、皮膚の壊死、紅斑、浮腫がみられた (SIDS (2003)) 」、
「10%溶液での感作ならびに2%溶液での惹起によって全例で
陽性の皮膚反応がみられ、グリオキサールは極めて強い皮
膚感作性を有することが示された (NITE初期リスク評価書
(2008)) 」との記載があることから、「皮膚感作性がある」と考
えられた。さらに、本物質は、EU DSD分類において「R43」、
EU CLP分類において「Skin Sens. 1 H317」に分類されてい
る。以上の情報に基づき区分1とした。

(グリオキザールとして)



生態毒性 水生環境有害性（急性）

生殖細胞変異原性 データ不足のため分類できない。すなわち、in vivoでは、マ
ウス骨髄細胞の小核試験で陰性の報告がある (NITE初期
リスク評価書 (2008)、SIDS (2003)、CICAD 57 (2004))。ま
た、ラット肝臓を用いる不定期DNA合成 (UDS) 試験で陰性
であるが (NITE初期リスク評価書 (2008)、SIDS (2003))、
ラット胃幽門粘膜のUDS試験、ラット肝臓のDNA単鎖切断試
験で陽性結果がみられている (SIDS (2003)、NITE初期リス
ク評価書 (2008)、環境省リスク評価第3巻 (2004)、CICAD
57 (2004)、ACGIH (7th, 2001))。これらの陽性知見は、いず
れも局所的なDNA損傷と評価されている (SIDS (2003))。一
方、in vitroでは、細菌復帰突然変異試験、哺乳類培養細胞
を用いる遺伝子突然変異試験及び染色体異常試験で陽性
である (NITE初期リスク評価書 (2008)、SIDS (2003)、
CICAD 57 (2004)、環境省リスク評価第3巻 (2004)、ACGIH
(7th, 2001))。分類ガイダンスの改訂により区分を変更した。

発がん性 ACGIH (7th, 2001) でA4に分類されていることから、分類で
きないとした。分類ガイダンスの改訂により区分を変更し
た。

魚類（ファットヘッドミノー）の96時間LC50=86mg/L（SIDS、
2003）他から、区分3とした。

生殖毒性 母動物毒性が発現する用量で発生毒性はないとの情報は
ある (NITE初期リスク評価書 (2008)、SIDS (2003)) が、性機
能及び生殖能に及ぼす影響についての情報がなく、データ
不足のため分類できないとした。

特定標的臓器毒性（単回ばく露） ラット、マウスなどの経口急性毒性試験において、剖検によ
り消化管 (消化管刺激)、肺、腎臓、副腎に変化がみられた
ことに加え、ラットの吸入 (エアロゾル) ばく露試験におい
て、呼吸困難、不整呼吸、中枢神経系抑制、肺の充血がみ
られた (SIDS (2003)、NITE初期リスク評価 (2008)) ことか
ら、消化器、呼吸器、腎臓、副腎、中枢神経系が標的臓器と
考えられた。このうち、消化器は本物質が刺激性を有してい
ることから、標的臓器に含めなかった。なお、実験動物に対
する影響は、区分2に相当するガイダンス値の範囲 (経口経
路 (640 - 1,400 mg/kg (ラット))、吸入経路 (1.3 mg/L 以上))
でみられた。以上より、区分2 (肺、腎臓、副腎、呼吸器、中
枢神経) とした。なお、旧分類には標的臓器に「心臓」、「肝
臓」も含まれていたが、今回分類に用いた情報源には標的
臓器としての「心臓」及び「肝臓」の記載がないため、削除し
た。

特定標的臓器毒性（反復ばく露） ラットの29日間吸入ばく露試験において、区分1のガイダン
ス値の範囲内の濃度 (ガイダンス値換算値: 0.0003 mg/L)
で粘膜下のリンパ球様細胞浸潤を伴った喉頭蓋上皮の扁
平上皮化生がみられており (NITE初期リスク評価書
(2008))、区分1 (呼吸器) とした。なお、ラットに28日間経口
投与した試験では、区分2のガイダンス値範囲内の用量 (ガ
イダンス値換算値: 40 mg/kg/day) で、体重増加抑制、摂餌
量減少が認められているが、標的臓器を特定可能な病理学
的変化はみられなかった (NITE初期リスク評価書 (2008))。

吸引性呼吸器有害性 データ不足のため分類できない。

１２．環境影響情報



水生環境有害性（長期間）

国際規制

国連番号

国連品名

国連危険有害性クラス

副次危険
容器等級

海洋汚染物質

MARPOL73/78附属書Ⅱ及び
IBCコードによるばら積み輸送
される液体物質

国内規制 海上規制情報

航空規制情報

陸上規制情報

急速分解性があり（BODによる分解度：65%（既存化学物質
安全性点検データ））、かつ生物蓄積性が低いと推定される
（log Kow=-1.66（PHYSPROP Database、2005））ことから、区
分外とした。

１３．廃棄上の注意

オゾン層への有害性 当該物質はモントリオール議定書の附属書に列記されてい
ない。

緊急時応急措置指針番号 該当しない

１５．適用法令

非該当

法規制情報は作成年月日時点に基づいて記載されております。事業場において記載するに当たって
は、最新情報を確認してください。

化学物質排出把握管理促進法

変異原性が認められた既存化学物質

輸送に際しては、直射日光を避け、容器の破損、腐食、漏
れのないように積み込み、荷崩れの防止を確実に行う。
重量物を上積みしない。

消防法 非該当

特別安全対策

労働安全衛生法

該当の有無は製品によっても異なる場合がある。法規に則った試験の情報と、分類実施中の12項の環
境影響情報とに、基づく修正の必要がある。

該当しない

該当しない

該当しない

該当しない

該当する

１４．輸送上の注意

該当しない

残余廃棄物 廃棄前に可能な限り無害化、安定化及び中和等の処理を
行って危険有害性のレベルを低い状態にする。
廃棄においては、関連法規並びに地方自治体の基準に従
うこと。
都道府県知事などの許可を受けた産業廃棄物処理業者、
もしくは地方公共団体がその処理を行っている場合にはそ
こに委託して処理する。
廃棄物の処理を依託する場合、処理業者等に危険性、有
害性を充分告知の上処理を委託する。

汚染容器及び包装 容器は清浄にしてリサイクルするか、関連法規並びに地方
自治体の基準に従って適切な処分を行う。
空容器を廃棄する場合は、内容物を完全に除去すること。
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１６．その他の情報

各データ毎に記載した｡

有害液体物質海洋汚染防止法
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